
別紙

Ⅰ．事業評価総括表（令和5年度）
（単位：円）

交付金充当額

1

公用施設に係
る整備、維持
補修又は維持
運営等措置

給食センター運営事業 高梁市 7,205,000 7,205,000

備考

15,022,460
（総事業費）

番号 措置名 交付金事業の名称 交付金事業者名又は間接交
付金事業者名

交付金事業に
要した経費



Ⅱ．事業評価個表（令和5年度）
（単位：円）

達成度

事業期間の給食実施日
における食物アレル
ギーによる事故ゼロ

事業期間の給食実施
日における食物アレ
ルギー事故件数

成果実績 件 0

目標値 件 0

達成度 ％ 100

事業開始年度

番号 措置名

平成29年度 事業終了（予定）年度

％ 100

成果実績 ％ 100

目標値

令和7年度

％ 90

公用施設に係る整備、維持補修又は維持
運営等措置

交付金事業の名称

事業期間の設定理由 　第3次高梁市教育振興基本計画の終期まで

成果目標 成果指標 評価年度 令和5年度

事業期間の給食実施日
における検食簿の｢味
付｣｢色彩・形態｣｢量｣｢
温度｣の4項目の評価が
「良」となる日数90％
以上

検食簿の4項目全てで
「良」とされた日の
割合
　「良」評価の日／
給食実施日
　（2施設平均値）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 高梁市

交付金事業実施場所 高梁市落合町・高梁市川上町

交付金事業の概要

　児童生徒が毎日を健康でいきいきと生活できるよう、水力発電施設周辺地域内の小中学校に給食を提供している
学校給食センター2施設の運営事業（会計年度任用職員給食調理員21名の報酬4ヵ月分及び12月期末手当）に交付金
を活用し、安心安全な学校給食の提供と学校給食を通した食育を推進します。学校給食の献立は、おいしく食べら
れることはもちろん、多様な食品の組み合わせや栄養バランスが取れたものになることが求められており、会計年
度任用職員給食調理員を任用することにより、学校給食を通した食育の推進や食物アレルギー対策等を行う上で必
要な人員を確保しています。また、地域住民の雇用対策にも一翼を担っています。

交付金事業に関係する都
道府県又は市町村の主要
政策・施策とその目標

　交付金事業に関係する主要政策・施策
　　第3次高梁市教育振興基本計画（令和3年度～令和7年度）
　　※第2次高梁市教育振興基本計画（平成28年度～令和2年度）を改訂
　　　基本方針1　心身ともにたくましい子どもが育つ学校教育を進めます
　　　　施策8　地産地消に配慮した安心・安全な給食の提供と食育を推進します
　　　　　≪主な取組≫　・地産地消の推進　　・食育の推進　 ・施設・設備の適切な維持管理と運営の検討

1 給食センター運営事業

交付金事業の成果目標及
び成果実績



毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価年度の設定理由

72 76 84

63

無

本交付金の活用により、水力発電施設周辺地域内の小中学校に給食を提供している学校給食センター2施設の運営
事業（会計年度任用職員給食調理員19名の4ヵ月分報酬及び期末手当）を実施し、安心安全な学校給食の提供と学
校給食を通した食育の推進を行うことができました。なお、本年度事業計画へ計上していた21名の会計年度任用職
員給食調理員のうち2名が事業着手前に退職しましたが、新たに職員を雇用したことに加え（交付金充当対象
外）、その他の職員で協力し合い支障を生じることなく学校給食の提供を行うことができました。
　次年度に向けても引き続き、学校給食を通した食育の推進や食物アレルギー対策等を行う上で必要な人員を確保
し、安心安全な学校給食の提供と食育の推進を図っていきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

交付金事業の成果目標及
び成果実績

総事業費

交付金事業の総事業費等

達成度

活動実績 人月

令和4年度 令和5年度単位

活動見込 人月

76

令和3年度 令和4年度 令和5年度 備考

12,526,420 11,272,836 15,022,460

97.2 82.9 90.4

6,907,000 7,253,000 7,205,000

7,205,000

交付金事業の契約の概要

会計年度任用職員人件費 任用 会計年度任用職員19名 15,022,460円

交付金事業の評価課室 高梁市教育委員会事務局　教育総務課

交付金事業の活動指標及
び活動実績

活動指標

会計年度任用職員給
食調理員の任用量

　　任用人数（人）
×任用期間（月）

％

令和3年度

70

交付金事業の担当課室 高梁市教育委員会事務局　教育総務課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

うち経済産業省分

うち文部科学省分

交付金充当額 6,907,000 7,253,000


